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研究成果の概要（和文）： 

  本研究の主な成果は以下の三点である．第一に，「競合」概念の精緻化が必要である．複数 
の政党の存在は競合の存在とイコールではない．政党は固有の支持基盤を持ってすみ分けてい 
る場合がある．第二に，包括政党は（大衆）組織政党に代わったのではなく，新たな組織化 
の試みであった．政党組織の直線的な衰退というイメージにも修正が必要である．第三に， 
戦後西欧の政党政治の黄金時代を支えた条件が失われた現在，政党政治に対する信頼，ひいて 
は民主政治への信頼を維持するのは容易ではない． 
 
研究成果の概要（英文）： 
  Main contribution of this project is threefold; (1) Conceptual clarification of 
“competition” is necessary. Mere existence of  plural parties do not lead to 
“competition” in strict sense. They can just co-exist, mobilizing their “own” voters. 
(2) “Catch-all parties” do not replace the “organized (mass) parties”. In reality, 
catch-all parties tried to re-organize their core voters. In this sense, the image of 
linear decline of party organization is to be corrected. (3) The Golden Age of West 
European Party Politics in the postwar era was made possible on specific conditions. 
Changes in both dimensions jeopardize the trust in party politics, and, eventually, in 
democratic politics. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究は，現在のヨーロッパにおける政党

政治の変容を，政党間の競合構造と政党の戦
略という観点から明らかにしようとするも
のである．その背景となる問題意識は，組織

政党の基盤喪失という現象が，政党システム
の全体としての特質・機能，さらには民主政
のパフォーマンスにどのようにつながって
いるのか，ということである． 
 ヨーロッパ政党政治研究における焦点の
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一つは，投票行動分析であり，ロッカンとリ
プセットが導入した「社会的亀裂(social 
cleavage)」概念が，有効性を持ちえている
か否かである．これらの研究のそれ自体の価
値は別として，本研究の視点からは，そこに
ダイナミズムがかけている点に不満が残る．
有権者の選好分布は政党にとって所与のも
のではなく，政党自身が争点操作や政策提示
を通じて作り出すものでもあるからである．
また，政党の戦略の構成要素としては，政策
位置のみではなく，投票者とのリンケージ構
築も含めて考える必要がある．これは次の論
点と関係する． 
 近年の政党研究のもう一つの焦点は，組織

変容である．嚆矢となったのは，「カルテル
政党」論文(R. Katz and P. Mair)であった．
これにより，政党研究者の目は，社会と国家
をつなぐ政党の「タテ」の役割に向かうこと
となった．しかし，これらの研究には，政党
の戦略的行動の側面が欠けている． 
 この二つの視角の関係を問うことが，冒頭

に述べた問題の解明につながる，というのが
当初の見通してあった． 
 

２．研究の目的 
すなわち，政党の「タテ」の機能変容が，「ヨ

コ」の相互関係にどう影響しているのか，そ
してそこに政党の戦略がどのような作用を
及ぼしているか，ということを解明するのが
本研究の目的である． 
 その際，戦後民主政安定期と，現在との比

較分析により，通時的な変化を明らかにする
ことで，現在の政党政治の理解の仕方を再検
討することも，副次的な目標として目指した
点である． 
 具体的には，データの入手可能性の制約も

あり，西欧諸国については，1960 年代後半
～1980 年代と，2000 年代を調査の対象とし，
以下の三点を明らかにすることを目指した．
第一に，社会調査・投票行動データ等を基に，
どのような社会集団がどのような政治行動
を行ったかを，明らかにする．第二に，質的
分析により，政党が社会状況と政党システム
をどのように認知し，どのような政党戦略を
構築していたかを，検討する．そして第三に，
上記の二点の帰結として，戦後民主政の安定
期と現在とを比較してどのような競合構造
の変化が生じているのかを明らかにする． 
 その際，批判的に対峙すべき出発点として，

戦後民主政安定期については，包括政党テー
ゼが競合構造の観点から再検証される．現状
についてはメア(Mair, P.)の「二極化」とい
う仮説が，検討の焦点となる． 
 

３．研究の方法 
 本研究には三つの特色がある．第一に，公
開されている社会調査・投票行動データを基

にした計量分析と，文書資料を基にした質的
分析を組み合わせた，複合的な研究である点
である． 
  第二に，この方法的特質は，本研究が「変
化」の確定を主目的としていることと関係し
ている．すなわち本研究は，戦後民主政の下
での政党政治の実態が「包括政党」「穏健多
党制」といった紋切型によって語られがちで
あること，さらにその紋切型に基づいて近年
の変容が過度に強調されていることを批判
し，いわゆる従属変数の確定が重要な作業の
一つであると主張する．戦後民主政安定期の
実相の分析は，現在の比較政治学からはすで
に対象外とされ，歴史学からは社会史的研究
の隆盛により脇に追いやられた，エアポケッ
トとなっており，そこを埋める本研究の意義
は大きい． 
  第三に，ヨーロッパ主要国に旧社会主義圏
を加えた多国間の，共通の枠組に基づく比較
分析である点である． 
 

４．研究成果 
本研究プロジェクトは以下にあげるよう

に，部分的成果としてすでに多くの論文や学
会報告を生み出している．そしてプロジェク
トの全体的な成果については，単行書として
の刊行を 2013 年春に予定しており，現在執
筆作業を進めている． 
  その中で明らかになったのは以下の三点
である．第一に，概念構成の点において，「競
合」についてのより精密な検討が必要である．
すなわち，政党が複数あれば競合状況がある
とはいえない。政党の支持層が固定的である
場合、政党間の競合は弱く、すみ分け的な政
党間関係が生じる。この点は，特に 1960 年
代の政党の戦略形成をめぐる言説の検討に
より明らかになってきた点である．すなわち，
この時期における選挙競合は，「相手から票
を奪う」ということよりもむしろ，「支持層
の動員」という側面が強いのである．したが
って，通常想定される意味での「競合」は，
政党の支持層が流動化してはじめて成立す
るものなのである． 
  この点は，有権者レヴェルのデータによっ
ても確認される．すなわち有権者が，単峰的
に分布するのではなく，むしろ支持する政党
の位置に影響されつつ，複数のピークを持つ
形で分布している事例があり，「すみわけ」
が有権者意識のレヴェルにおいても存在し
ていたことが一定程度確認された． 
  また，競合があったとしても，政党は同じ
平面で争っているとは限らない．ある政党は
政策によるアピールを行い，別の政党は組織
化による囲い込みを図る，といった具合に，
異なるリンケージ構築戦略を通じて「競合」
が行われている可能性もある． 

第二に，政党（システム）変容の通時的な



 

 

理解に関し，「大衆組織政党→包括政党→カ
ルテル政党」という教科書的な図式には修正
が必要であることが明らかにされた． 
  すでに指摘したように，包括政党の時代と
された 1960 年代においても，政党の戦略形
成においては基本的に自党の固定支持者層
の動員が中心である，という事実が，修正を
要する一つの理由である． 
  しかし通時的意味づけの点でより重要な
のは，キルヒハイマーが包括政党概念を提示
した 1960 年代半ばには予想されていなかっ
た事態がその後に発生し，政党のあり方を変
えている，という点である． 
  それは「1968」のインパクトと，政党のそ
れへの対応である．1960 年代末から 1970 年
代初めにかけての，学生運動を中心とする社
会運動の興隆は，既成政党にも大きなインパ
クトを与えた．すなわち半ば若い世代に要求
され，半ば政党側の吸収の試みとして，政党
はこの時期に組織改革を通じた新たな「組織
化」を試みて，これに一定程度成功している
のである．すなわち，社会的サブカルチャー
という基盤こそ融解していったものの，政党
は新たな組織リンケージ戦略を通じて，再生
を図ったのである．この「成功」が，1980 年
代にいたるまで組織政党を前提とした政党
政治解釈が有効性を失わなかった理由の一
つである． 
  すなわち，直線的な政党組織の継続的衰退
という歴史像は改められる必要がある．また，
包括政党と大衆組織政党の対比は，過度のコ
ントラストを持って描かれるべきではない．
前者も依然として組織政党なのである． 
  第三に，この二つの発見からは，現在の政
党政治をめぐる新しい位置づけが可能にな
る． 
  すなわち政党政治が 1980 年代までのヨー
ロッパにおいて機能していたのは，競合様式
としてはすみわけ的な構造が存在する中で，
その上で戦略としての政策をある程度自由
に政党が選択できる状況の下であった． 
これに対し現在は，とりうる政策選択枝の幅
が狭くなっているにもかかわらず，互いに
「競合」しなければならない状況にある．多
様な選挙民を一つの政策パッケージでまと
め，しかもそれを他の政党との関係において
差異化するのは至難の業である．その中で，
リーダーの個人的アピールに頼ったリンケ
ージ構築戦略がしばしば採用されることに
なるのである． 
  このような政党政治の状況が民主政の正
統性に対して持つ含意は小さくない．政党は
かつて，組織と固有の政策を通じて，有権者
を「統合」する機能を果たしていた．そこで
「競合」の持つ意味が小さかったことはすで
に述べたとおりである．しかし現在，政党は
組織面でも政策面でもその「統合」機能を喪

失しつつある．そのときに正統性の源として
残された「競合」それ自体は確かに強度を増
している．しかし，政策の差異化や組織によ
る安定的支持基盤なき「競合」は，一方では
政治状況をめまぐるしく変わるものとし，他
方では政治的合意形成を困難にせざるを得
ない．そこに生じる政治のあり方は「デモク
ラシー」ではあっても，かつてイメージされ
ていたそれではありえないのである． 
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